3．大阪府の概要

大阪府自然災害総合防災対策検討

（地震被害想定）
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平成19年3月

大　阪　府

ま　え　が　き

我が国は、世界でも有数の地震多発国と言われており、幾度となく地震による被害を受けてきました。平成7年1月17日に発生した兵庫県南部地震は、戦後最大の被害を及ぼしましたが、その後も、平成15年十勝沖地震、平成16年新潟県中越地震など、大きな被害をもたらす地震が各地で発生しています。

また、過去の記録から、東南海・南海地震は、今世紀前半にも発生する可能性が高く、さらに、その前後には内陸の地震活動が活発化すると想定され、兵庫県南部地震はそのひとつであったと言われています。

幸いにも、大阪府域では近年、自然災害による大きな被害は発生していませんが、府域及びその周辺には多くの活断層が存在しており、また、風水害に伴う浸水などの被害も予想されていることから、自然災害に対する備えを進めることは極めて重要です。

大阪府では、平成9年に兵庫県南部地震の教訓を踏まえ、地震被害想定調査を実施し、様々な防災対策に取り組んでまいりました。その後、同調査から10年近くが経過する中で、活断層や地下構造、津波等に関する調査・研究が進められ、地震に関する新たな知見や成果が蓄積されてきたところです。
これらのことから、都市環境の変化も踏まえ、地震に関する新たな知見に基づき、このたび地震被害想定を見直すとともに、今後の防災対策の基本的な考え方を整理いたしました。検討にあたりましては、学識経験者等からなる自然災害総合防災対策検討委員会を設置し、ご議論をいただきました。お忙しい中にもかかわらず、貴重なご意見、ご指導を賜りました委員の皆様に厚くお礼申し上げます。

今後、この成果をふまえ、さらなる防災対策の充実に努めてまいりたいと考えておりますので、関係各位のご理解とご協力をいただきますようお願い申し上げます。
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